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第７期北海道農業・農村振興推進計画の策定経過等 

 
１ 策定経過 
 

時 期 内 容 

 

令和７年 ７月２３日 

 

 

 

 

８月 ５日 

 

 

８月１９日 

～１０月 ８日 

 

 

１０月３０日 

 

 

１１月 ５日 

 

 

１１月１７日 

～１２月１７日 

 

令和８年 ２月 ５日 

 

 

２月 ９日 

 

 

２月１９日 

 

 

３月 

 

令和７年度 第１回北海道農業・農村振興審議会 

・知事から同審議会会長に対し、第７期北海道農業・農村振興 

推進計画について諮問 

・策定に向けた論点の審議 

 

北海道議会農政委員会 

・策定に向けた論点の報告 

 

第７期北海道農業・農村振興推進計画の策定等に係る 

地域意見交換会の開催（別紙） 

 

 

令和７年度 第２回北海道農業・農村振興審議会 

・計画（素案）の審議 

 

北海道議会農政委員会 

・計画（素案）の報告 

 

パブリック・コメントの実施 

 

 

令和７年度 第３回北海道農業・農村振興審議会 

・計画（案）の審議 

 

北海道農業・農村振興審議会会長から知事に対し、 

第７期北海道農業・農村振興推進計画について答申 

 

北海道議会農政委員会 

・計画（案）の報告 

 

第７期北海道農業・農村振興推進計画を決定・公表 
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（別紙） 

地域意見交換会等の実施状況 

 

振興局名 実 施 状 況 

空  知 
○ 農業者（1）、市町村（17）、農業関係団体（26）、消費者協会（1）と 

意見交換を実施（8/20）  

石  狩 
○ 農業者（1）、市町村（8）、農業関係団体（7）、消費者協会（1）と 

意見交換を実施（8/21）  

後  志 
○ 農業者（4）、市町村（6）、農業関係団体（6）、消費者協会（1）と 

意見交換を実施（9/1）  

胆  振 
○ 農業者（2）、市町村（9）、農業関係団体（6）、消費者協会（1）と 

意見交換を実施（8/28）  

日  高 
○ 農業者（1）、市町村（6）、農業関係団体（8）、消費者協会（1）と 

意見交換を実施（8/25）  

渡島・檜山 ○ 農業者（4）、市町村（5）、農業関係団体（4）と意見交換を実施（8/22）  

上  川 
○ 農業者（4）、市町村（17）、農業関係団体（15）、消費者協会（2）と 

意見交換を実施（8/19） 

留  萌 ○ 農業者（3）、市町村（7）、農業関係団体（6）と意見交換を実施（8/21）  

宗  谷 ○ 農業者（2）、市町村（5）、農業関係団体（2）と意見交換を実施（10/8） 

オホーツク ○ 農業者（6）、市町村（18）、農業関係団体（13）と意見交換を実施（8/26） 

十  勝 ○ 農業者（4）、市町村（15）、農業関係団体（17）と意見交換を実施（8/20） 

釧路・根室 ○ 農業者（2）、市町村（8）、農業関係団体（13）と意見交換を実施（9/1）  

その他 

○ 高校生や大学生に対する出前授業（7/11、7/15-16、10/2） 

○ 大学生との意見交換（9/29） 

○ 消費者団体との意見交換（9/29） 

注）地域意見交換会等については、令和７年(2025 年)８月から 10 月までの実施状況を掲載。 
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北海道農業・農村振興審議会委員名簿 

（敬称略）    

会  長  近
こ ん

 藤
ど う

   巧
たくみ

  北海道大学大学院農学研究院 教授 

副 会 長  園
そ の

 田
だ

 高
た か

 広
ひ ろ

  酪農学園大学 教授 

委   員  飯
い い

 田
だ

 晴
は る

 義
よ し

  幕別町長（北海道町村会 理事） 
（令和７年(2025年)12月24日から） 

委   員  犬
い ぬ

 島
じ ま

 奈
な

 美
み

  生活協同組合コープさっぽろ 理事 

委   員  上
う え

 坂
さ か

 牧
ま き

 夫
お

  北海道経済連合会 常任理事 

委   員  小
お

 椋
ぐ ら

 茂
し げ

 敏
と し

  北海道農業協同組合中央会 副会長理事 

委   員  菊
き く

 入
い り

   等
ひとし

  一般社団法人北海道農業会議 代表理事会長 

委   員  嵯
さ

 峨
が

 仁
じ

 朗
ろ う

  一般社団法人北海道消費者協会 専務理事 

委   員  佐
さ

 藤
と う

 絵
え

 美
み

  農 業 

委   員  田
た

 所
どころ

 かおり  食と農に関するコンサルタント 

委   員  長谷川
は せ が わ

 みちる  編集者・ライター・プランナー 

委   員  浜
は ま

 田
だ

 正
ま さ

 利
と し

  新得町長（北海道町村会 理事） 
               （令和７年(2025年)８月１日まで） 

委   員  早
は や

 坂
さ か

 純
す み

 夫
お

  剣淵町長（北海道町村会 理事） 
（令和７年(2025年)９月24日から12月３日まで） 

委  員  藤
ふ じ

 城
き

 正
ま さ

 興
お き

  一般社団法人北海道農業法人協会 会長 

委   員  本
ほ ん

 間
ま

   勤
つとむ

  北海道土地改良事業団体連合会 常務理事 

委  員  前
ま え

 田
だ

 晶
あ き

 子
こ

  農 業 

委   員  溝
み ぞ

 口
ぐ ち

 めぐみ  農 業 

 

特別委員  浦
う ら

     薫
かおる

  農 業 

特別委員  大
お お

 野
の

 泰
や す

 裕
ひ ろ

  農 業 

特別委員  小
こ

 林
ばやし

 晴
は る

 香
か

  農 業 

特別委員  鈴
す ず

 木
き

 信
の ぶ

 行
ゆ き

  よつ葉乳業株式会社 取締役 酪農部長 

特別委員  徳
と く

 田
だ

 善
ぜ ん

 一
い ち

  ホクレン農業協同組合連合会 代表理事副会長 

特別委員  日
ひ

 向
な た

 貴
た か

 久
ひ さ

  酪農学園大学 教授 

特別委員  廣
ひ ろ

 田
た

 和
か ず

 久
ひ さ

  公益社団法人北海道獣医師会 専務理事 

特別委員  古
ふ る

 川
か わ

   彰
あきら

  農 業 
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食料の安定的な確保に対する道民意識調査結果 

                             

１ 調査の概要 

（１）調査の目的 

道政上の重要課題や主要施策に関しての世論調査を実施し、道民の道政に対する意向や意

識の的確な把握に努めるとともに、政策形成に反映させることを目的に実施する道民意識調

査において、食料の安定的な確保に対する意識を把握する。 

（２）調査の方法 

  ① 調査地域    北海道全域 

  ② 調査対象    道内に居住する満18歳以上の個人 

  ③ 標 本 数        1,500サンプル 

  ④ 地 点 数        150地点 

  ⑤  抽出方法        層化二段無作為抽出法 

  ⑥  調査方法        郵送配付、郵送回収及びWebによる回答 

  ⑦  調査期間        令和７年（2025年）９月～10月 

（３）調査回収状況 

   標本数      1,500 

   有効回収数（率）   814（54.3％） 

【回答方法内訳】 

郵送回答  520（63.9％） 

Web回答   294（36.1％） 

合 計    814（100.0％） 

（４）調査回答者の特性 

   ① 性 別                   ② 年代別 

 人 数 比 率   人 数 比 率 

男 性 350 43.0％  18～29歳 53 6.5％ 

女 性 435 53.4％  30～39歳 86 10.6％ 

回答しない 17 2.1％  40～49歳 138 17.0％ 

無回答 12 1.5％  50～59歳 151 18.6％ 

合 計 814 100.0％  60～69歳 129 15.8％ 

 

注）個々の比率（百分率）は、小数第２位を

四捨五入した。 このため、各区分におけ

る比率の合計が 100.0%にならない場合

がある。 

 70歳以上 245 30.1％ 

 無回答 12 1.5％ 

 合 計 814 100.0％ 
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２ 調査結果 

 

【問１】 

昨今、食料の安定供給へのリスクが高まり、食料安全保障（※）が脅かされていると言われて

いますが、あなたは「食料安全保障」という言葉を知っていますか。  

次の中から１つだけお選びください。 

（※食料安全保障とは、良質な食料が合理的な価格で安定的に供給され、かつ、国民一人一人がこれを入手できる状態を言います） 

選 択 肢 比 率 

何度も聞いており、詳しく知っている 5.5％ 

聞いたことがあり、おおよそ知っている 29.6％ 

聞いたことはあるが、よく知らない 45.9％ 

聞いたことがなく、全く知らない 17.8％ 

無回答 1.1％ 

【問２】 

「北海道の食料自給率」（※）は、カロリーベースで218％（令和４年度（2022年度））と全国  

一です。一方で「日本全体の食料自給率」は38％ですが、あなたはこのことを知っていましたか。 

次の中から１つだけお選びください。 

（※食料自給率とは、食料の消費に対する生産の割合を示す指標） 

選 択 肢 比 率 

38％より低いと思っていた 26.0％ 

38％であると知っていた 18.8％ 

38％より高いと思っていた 21.9％ 

そもそも食料自給率に関心がなかった 32.1％ 

無回答 1.2％ 

【問３】 

本年４月に決定された国の「食料・農業・農村基本計画」において、初めて、「北海道が主要

穀物などの主産地」と明記されました。北海道が日本の食を支える役割を担う食料供給地域と

して日本中から期待されていると思いますか。 

次の中から１つだけお選びください。 

選 択 肢 比 率 

とても期待されていると思う 53.3％ 

やや期待されていると思う 33.4％ 

あまり期待されていないと思う 10.7％ 

まったく期待されていないと思う 1.7％ 

無回答 0.9％   



- 76 - 
 

【問４】 

他の地域と比べて、北海道の農業の魅力や強みはどのようなことだと思いますか。 

次の中からいくつでもお選びください。 

選 択 肢 比 率 

広大な農地があること 86.5％ 

専業的な農業者が多いこと 28.4％ 

大規模で生産性の高い経営が展開されていること 36.7％ 

環境との調和に配慮していること 15.4％ 

ブランド力が高いこと 38.4％ 

安全・安心でおいしい農産物が生産されていること 56.1％ 

稲作、畑作、酪農など、地域ごとに特色のある農業が行われていること 52.0％ 

わからない 3.1％ 

その他 1.5％ 

無回答 0.6％ 

【問５】 

北海道が日本の食料供給地域としての役割を果たしていくためには、農業・農村の持続的な

発展が不可欠ですが、あなたは、このためにどのような取組が必要だと思いますか。 

次の中から３つまでお選びください。 

選 択 肢 比 率 

農業経営者の育成・確保 68.4％ 

誰にとっても働きやすい農業現場での就業環境づくり 48.8％ 

自然災害や農産物の価格低下に備えた農業保険の充実など農業経営の安定対策 47.4％ 

学校での食農教育や農業体験 16.1％ 

都市と農村の交流など農業関係人口の拡大 15.2％ 

新しい品種や新しい技術の開発・普及 19.3％ 

環境と調和のとれた農業の推進 12.0％ 

食品加工など道産農産物の付加価値向上 18.7％ 

道産農産物の国内外の市場に向けた販路拡大 14.9％ 

わからない 3.3％ 

その他 2.3％ 

無回答 1.1％ 

【問６】 

我が国の食料安全保障の確保に貢献する北海道農業・農村ですが、あなたは、今後どのように

関わっていきたいですか。 

次の中から３つまでお選びください。 

選 択 肢 比 率 

農業・農村に関する情報を積極的に収集したい 20.6％ 

農業を自ら営みたい 2.3％ 

農業を営む法人に就職したい 1.4％ 

農業に関わる仕事をしたい 5.3％ 

農業はしないが、農村に住みたい 5.4％ 

農村を訪れ、農家民宿やファームレストランを利用したい 26.5％ 

農業体験や加工体験をしたい 12.9％ 

道産農産物を積極的に購入したい 63.3％ 

農業・農村には関心がない 6.1％ 

わからない 14.1％ 

その他 3.9％ 

無回答 1.2％ 
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う 

若い世代が考える、北海道農業の将来とは？ 
～パブリック・コメントなどを通じた若者の意見～ 

Ｑ 北海道の農業がもっと良くなるためには、どんなことが必要？ 

 

  

  

 

「北海道の農産物は

美味しい」と、他の

人に伝える必要があ

ると思う。 

（小学生） 

北海道の人たちが

お肉や野菜をもっ

と食べる。 

（小学生） 

もっと若い人が農業

を知って、体験など

をしてみたりするこ

とが大切だと思う。

（小学生） 

二酸化炭素をあまり

出さないようにし

て、地球温暖化を止

める。 

また、農産物は北海

道産のものを買う。

（高校生） 

もっと農業に興味を

持ってもらうために

アニメや漫画をつく

ったり、自然に優し

いお皿や箸を作る体

験などをしてみる。

（高校生） 

SNS を使って、食材

の写真や、最近の流

行など若者受けする

ものを交えて、農作

物のでき方や美味し

さなどが広がれば、

農家さんは増えると

思う。（高校生） 

 

SNS で農業の仕事の

魅力を発信したり、

農家の体験ができる

機会を設けてもよい

かもしれない。 

（中学生） 

 

農家は高齢者が多

いので、ドローン

や AI を使うといい

と思う。農薬をあ

まり使わないで栽

培するのもよい。 

（高校生） 

 

農業の良さ、農業の大

切さ、農業の楽しさ、

農業が人を笑顔にして

いることをたくさんの

人に知ってもらう。 

YouTube などに取組を

載せると、よりたくさ

んの人に知ってもらえ

ると思う。 

（中学生） 

 
地方に適した作物を育

てていき、力を入れる

のが最適。（中学生） 

 人手不足を解消する。

（小学生） 

 
新しい食品ブランド

の開発。（小学生） 
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北 海 道 農 業 ・ 農 村 振 興 条 例 

 

                                平成９年４月３日                                

北海道条例第10号 

                                                                最終改正     

令和２年３月31日 

 

目 次 

前 文 

第１章 総則（第１条―第４条） 

第２章 農業・農村の振興に関する基本的施策 

第１節 施策の基本方針（第５条） 

第２節 農業・農村振興推進計画（第６条） 

第３節 農業・農村の振興に関する施策等（第７条―第19条） 

第３章 農業・農村を支える基盤の形成（第20条・第21条） 

第４章 北海道農業・農村振興審議会（第22条―第29条） 

附 則 

 

 

北海道の農業は、恵まれた自然と豊かな大地の下で、先人たちのたゆみない努力の積重ねを礎に、

北海道の経済を支える重要な産業として発展を遂げ、今日、生産性の高い大規模で専業的な農業経

営が展開されている。 

私たちは、北海道の農業が道民のみならず広く国民に食料を安定的に供給するなどの役割を担っ

ており、農業・農村の振興が地域の経済社会の健全な発展に寄与していることを改めて認識する。 

しかしながら、近時、農産物の輸入自由化や食料消費構造の変化をはじめ、世界的な人口増加、

環境問題など農業・農村を取り巻く状況が大きく変動する中で、農業経営の安定や農村の活性化を

これまで以上に図ること、さらには食料自給の在り方を見直すことも求められている。 

このような状況に直面している農業を魅力のあるものとし活力のある農村を築き上げるには、創

意工夫に富んだ担い手を育成し農地を適切に保全しつつ、生産経費の低減を図りながら安全かつ良

質な食料の供給に努めていかなければならない。また、環境と調和した農業を推進するとともに、

国土の保全、良好な景観の形成といった農業・農村が有する多面的な機能を増進することが重要で

ある。 

加えて、農業・農村の振興を進めていくためには、新しい時代を切り拓くという農業者自らの意

欲はもとより、次代を担う子供たちと私たちがともに、農業・農村について積極的に学ぶことが大

切である。 

このような考え方に立って、北海道の農業・農村を貴重な財産として育み、将来に引き継いでい

くため、この条例を制定する。 
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第１章 総則 

 （目 的） 

第１条 この条例は、農業・農村の振興に関する施策の基本となる事項を定め、農業・農村の振興

に関する施策を総合的かつ計画的に推進することにより、農業の健全な発展及び豊かで住みよい

農村の確立に寄与することを目的とする。 

 （道の責務） 

第２条 道は、農業・農村の振興に関する総合的かつ計画的な施策を策定し、及び実施する責務を

有する。 

２ 道は、農業・農村の振興を図る上で市町村が果たす役割の重要性にかんがみ、市町村が農業・

農村の振興に関する施策を策定し、及び実施しようとする場合には、助言その他の必要な支援を

行うものとする。 

３ 道は、農業・農村の振興に関する施策について、市町村と緊密に連携して、その推進に努める

ものとする。 

第３条 削除 

 （年次報告） 

第４条 知事は、毎年、議会に、農業・農村の動向及び農業・農村の振興に関して講じた施策に関

する報告を提出しなければならない。 

 

第２章 農業・農村の振興に関する基本的施策 

  第１節 施策の基本方針 

第５条 道は、次に掲げる基本方針に基づき、農業・農村の振興に関する施策を総合的かつ計画的

に推進するものとする。 

 (1) 収益性の高い地域農業の確立を図ること。 

 (2) 多様でゆとりのある農業経営を促進すること。 

 (3) 農業の担い手の育成及び確保並びに経営能力の向上を図ること。 

 (4) 環境と調和した持続的発展が可能な農業を促進すること。 

 (5) 豊かさと活力のある農村の構築を図ること。 

  第２節 農業・農村振興推進計画 

第６条 知事は、農業・農村の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための計画（以下

「振興推進計画」という。）を策定しなければならない。 

２ 振興推進計画は、農業・農村の振興に関する施策の基本的事項について定めるものとする。 

３ 知事は、振興推進計画を策定するに当たっては、あらかじめ、道民の意見を反映することがで

きるよう必要な措置を講じなければならない。 

４ 知事は、振興推進計画を策定するに当たっては、あらかじめ、北海道農業・農村振興審議会の

意見を聴かなければならない。 

５ 知事は、振興推進計画を策定したときは、遅滞なく、その要旨を公表しなければならない。 

６ 前３項の規定は、振興推進計画の変更について準用する。 
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  第３節 農業・農村の振興に関する施策等 

 （農産物の安定的な生産の促進） 

第７条 道は、需要の動向に応じた農産物の安定的な生産の促進のために必要な措置を講ずるもの

とする。 

 （生産基盤の整備） 

第８条 道は、農業の生産性の向上を図るため、生産基盤の整備その他の必要な措置を講ずるもの

とする。 

 （農産物の付加価値の向上等） 

第９条 道は、農産物の付加価値の向上及び販路の拡大を図るため、流通加工施設の整備、産地銘

柄等の確立及び食料品製造業その他の農業に関連する産業との連携強化の促進その他の必要な

措置を講ずるものとする。 

 （農業の振興に資する技術の向上） 

第10条 道は、農業の振興に資する技術の向上を図るため、試験研究の体制の整備、研究開発の推

進及びその成果の普及その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 （農業経営の体質強化） 

第11条 道は、農業経営の体質強化を図るため、金融制度の充実、組織化及び情報利用の高度化の

促進その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 （農業経営の多様化） 

第12条 道は、農業経営の多様化を図るため、農業者の創意工夫を生かした経営の複合化及び多角

化の促進その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 （農地の利用の集積） 

第13条 道は、農地の利用の集積を図るため、農地の流動化及び集団化の促進その他の必要な措置

を講ずるものとする。 

 （担い手の育成及び確保等） 

第14条 道は、農業の担い手の育成及び確保並びに経営能力の向上を図るため、教育、研修及び就

農支援の充実その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 （環境と調和した農業の促進等） 

第15条 道は、農業による環境への負荷の低減及び国土の保全、良好な景観の形成その他の農業・

農村が有する多面的な機能の増進のために必要な措置を講ずるものとする。 

 （定住環境の整備） 

第16条 道は、農村における定住環境の整備を図るため、生活環境の整備その他の必要な措置を講

ずるものとする。 

 （活力のある農村の構築） 

第17条 道は、活力のある農村の構築に資するため、農業者の自発的な活動及び都市と農村との交

流の促進その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 （財政上の措置） 

第18条 道は、農業・農村の振興に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう

努めるものとする。 

 （農業者等の自主的な努力） 

第19条 道は、農業・農村の振興に関する施策を講ずるに当たっては、農業者又は農業・農村に関
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係する団体の自主的な努力を助長することを旨とするものとする。 

 

第３章 農業・農村を支える基盤の形成 

（道民の理解の促進等） 

第20条 道は、農業・農村に対する道民の理解の促進のために必要な措置を講ずるものとする。 

２ 道は、農業・農村に対する道民の理解の促進に資するため、情報の提供、学習の機会の充実そ

の他の必要な措置を講ずるものとする。 

第21条 道は、農業・農村に対する道民の理解の促進のために必要な事業に要する経費について、

財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

第４章 北海道農業・農村振興審議会 

 （設 置） 

第22条 北海道における農業・農村の振興を図るため、知事の附属機関として、北海道農業・農村

振興審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

 （所掌事項） 

第23条 審議会は、この条例の規定によりその権限に属させられた事項を処理するほか、知事の諮

問に応じ、農業・農村の振興に関する重要事項を調査審議する。 

２ 審議会は、前項に規定する事項に関し、知事に意見を具申することができる。 

 （組 織） 

第24条 審議会は、委員15人以内で組織する。 

２ 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、特別委員を置くことができる。 

 （委員及び特別委員）                                

第25条 委員及び特別委員は、次に掲げる者のうちから、知事が任命する。 

 (1) 学識経験を有する者 

 (2) 農業・農村に関係する団体の役職員 

 (3) 関係行政機関の職員 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者

の残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

４ 特別委員は、当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは、解任されるものとする。 

 （会長及び副会長） 

第26条 審議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員が互選する。 

３ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 （会 議） 

第27条 審議会の会議は、会長が招集する。 

２ 審議会は、委員の２分の１以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 
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 （部 会） 

第28条 審議会に、必要に応じ、部会を置くことができる。 

（規則への委任） 

第29条 この条例に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 北海道農業振興審議会条例（昭和55年北海道条例第３号）は、廃止する。 

３ 知事は、平成21年４月１日から起算して５年を経過するごとに、社会経済情勢の変化等を勘案

し、この条例の施行の状況等について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるもの

とする。 

附 則（平成10年７月１日条例第33号抄） 

〔附属機関の整理等に関する条例の附則〕 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正前のそれぞれの条例等の規定により定められた附属機関の委員の数につ

いては、この条例の施行後初めて委員の任期の満了による新たな委員の任命又は委嘱が行われる

日の前日までは、この条例による改正後のそれぞれの条例の規定にかかわらず、なお従前の例に

よる。 

附 則（平成11年７月23日条例第25号） 

〔北海道教育施設整備基金条例等の一部を改正する条例の附則〕 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成11年12月17日条例第65号） 

〔北海道農業・農村振興条例の一部を改正する条例の附則〕 

この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年３月31日条例第15号抄） 

〔北海道条例の整備に関する条例の附則〕 

この条例は、公布の日から施行する。 

〔北海道条例の整備に関する条例の附則〕 

 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成25年３月29日北海道条例第14号） 

〔附属機関の設置等に係る関係条例の一部を改正する条例の附則〕 

 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和２年３月24日条例第１号） 

〔基金の整理のための関係条例の整備に関する条例の附則〕 

  この条例は、令和２年３月31日から施行する。 
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